
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無機結合剤と骨材と水と必要に応じ他の添加剤とを混合することによるモルタル／コン
クリート組成物の製造方法において、混合操作の前またはその間のいずれかにモルタル／
コンクリート組成物中へ水分散性ポリイソシアネートを混入することを含み、前記水分散
性ポリイソシアネートは
（ａ）１．８～４．０の平均イソシアネート官能価を有し、
（ｂ）４．０～２５．０重量％の脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基
（ＮＣＯ；分子量＝４２として計算）を含有し、
（ｃ）ポリエーテル鎖内に存在する５～８０重量％の酸化エチレン単位（Ｃ 2  Ｈ 4  Ｏ；分
子量＝４４として計算）を含有し、ここで
（ｄ）ポリエーテル鎖は平均して５～５０個の酸化エチレン単位を含有する
ことを特徴とするモルタル／コンクリート組成物の製造方法。
【請求項２】
　水分散性ポリイソシアネートが
（ａ）１．８～３．５の平均イソシアネート官能価を有し、
（ｂ）６．０～２１．５重量％の脂肪族結合したイソシアネート基（ＮＣＯ；分子量＝４
２として計算）を含有し、
（ｃ）ポリエーテル鎖内に存在する５～７５重量％の酸化エチレン単位（Ｃ 2  Ｈ 4  Ｏ；分
子量＝４４として計算）を含有し、ここで
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（ｄ）ポリエーテル鎖が平均して５～２５個の酸化エチレン単位を含有する
請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　水分散性ポ イソシアネートが、１，６－ジイソシア から作成されて１９
～２４重量％のイソシアネート基含有量と０．５重量％未満の１，６－ジイソシアナトヘ
キサンモノマー含有量とを有すると共にイソシアヌレート基および必要に応じウレトジオ
ン基および／またはアロファネート基を有するポリイソシアネートを、平均して５～２５
個の酸化エチレン単位を含有するポリエチレングリコールモノメチルエーテルと反応させ
ることにより作成される請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　水分散性ポ イソシアネートが、１，６－ジイソシアナトヘキサンを平均して５～２５
個の酸化エチレン単位を含有するポリエチレングリコールモノメチルエーテルと６：１～
５０：１のＮＣＯ／ＯＨ当量比にてアロファネート基および必要に応じイソシアヌレート
基および／またはウレトジオン基の生成を促進する化合物の存在下に反応させると共に、
残留モノマー含有量が０．５重量％未満となるまで未反応１，６－ジイソシアナトヘキサ
ンモノマーを分離することにより作成される請求項２に記載の方法。
【請求項５】
　水分散性ポリイソシアネートが
（ａ）１．８～３．５の平均イソシアネート官能価を有し、
（ｂ）４．０～１３．０重量％の脂環式結合したイソシアネート基（ＮＣＯ；分子量＝４
２として計算）を含有し、
（ｃ）ポリエーテル鎖内に存在する１０～７０重量％の酸化エチレン単位（Ｃ 2Ｈ 4  Ｏ；
分子量＝４４として計算）を含有し、ここで
（ｄ）ポリエーテル鎖が平均して５～２５個の酸化エチレン単位を含有する
請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　水分散性ポ イソシアネートが、４，４’－ジイソシアナトジシク キシルメタンを
平均して５～２５個の酸化エチレン単位を有するポリエチレングリコールモノメチルエー
テルと６：１～５０：１のＮＣＯ／ＯＨ当量比にてアロファネート基および必要に応じイ
ソシアヌレート基および／またはウレトジオン基の生成を促進する化合物の存在下に反応
させると共に、残留モノマー含有量が０．５重量％未満になるまで未反応４，４’－ジイ
ソシアナト－ジシクロヘキシルメタンモノマーを分離することにより作成される請求項５
に記載の方法。
【請求項７】
　水分散性ポリイソシアネートを、モルタル／コンクリート組成物の結合剤含有量に対し
１０重量％までの量にて存在させる請求項１～６のいずれかに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、高密度／高強度のモルタルもしくはコンクリート組成物の製造に際し無機結合
剤のためのコンディショナとして脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基
を有する非イオン型改変された水分散性ポリイソシアネートを使用することに関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来のコンクリート／モルタル組成物はたとえばセメントのような無機結合剤と、たとえ
ば砂利もしくは砂のような骨材と；水と；さらに必要に応じ他のコンディショナおよび／
または添加剤とを含有する。この意味で、建材の用語におけるコンクリートとモルタルと
の間の唯一の相違点は使用する骨材の最大粒子寸法である。最大粒子寸法が４ｍｍまでで
あれば混合物は一般にモルタルと呼ばれるのに対し、より粗大な骨材の場合は混合物を一
般にコンクリートと称する。「コンクリート」および「モルタル」という用語は、したが

10

20

30

40

50

(2) JP 3946332 B2 2007.7.18

リ ナトヘキサン

リ

リ ロヘ



って本発明の意味でそれ以上の相違がなく、２種の用語は寧ろ無機結合剤に基づく任意の
鉱物建材につき同義語を意味する。
たとえばコンクリートの作業および使用特性を向上させる（たとえば強度もしくは化学耐
性を増大させる）コンディショナとしてはプラスチックの使用が現在増大している［Ｈ．
ショルン、ベトーン・ミット・クンストストッフェン、「プラスチック含有コンクリート
」、エレネスト・アンド・ゾーン・フェアラーク・フュル・アルチテクチュール・ウント
・テクニッシェン・ウィッセンシャフテン、ベルリン（１９９１）、第２５頁］は、たと
えば既にコンクリートを改変すべく試みられた広範な種類のポリマーを概説している。
【０００３】
ポリイソシアネートも既に、可能なコンクリートコンディショナとして提案されている。
たとえばジフェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）、トルエンジイソシアネート（Ｔ
ＤＩ）もしくはその誘導体のような芳香族ポリイソシアネートが、セメント混合物に適す
るコンディショナとしてＤＥ－Ａ　１，９２４，４６８号に記載されている。脂肪族ヘキ
サメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）のビウレットおよびウレタンもこの目的につき開
示されている。これらポリイソシアネートを単独で或いは他のイソシアネート反応性ポリ
マーと組合せて床カバリングの製造にコンクリート組成物と混合すれば、加速される完全
硬化が生じて床カバリング上を直ちに歩行しうると言われる。ＥＰ－Ａ　２３，５７９号
も、少量の有機（好ましくは芳香族）ポリイソシアネートを添加した後のコンクリート／
モルタル組成物の一層急速な完全硬化の作用を開示している。
これら両引例においては専ら疎水性ポリイソシアネートが使用され、これらポリイソシア
ネートは水に対し完全に非適合性であると共に著量の有機溶剤を同時使用する場合でさえ
無機結合剤中へ均質に撹拌混入することができない。しかしながら、結合剤混合物へのポ
リイソシアネート成分のできるだけ均一な分配が、無機結合剤マトリックス内に均一なポ
リマー骨格を形成させると共にコンクリートにおける最適な最終特性を得るための基本的
前提である。
【０００４】
ＥＰ－Ａ　１８１，２６１号は、コンクリートの内発的炭酸化につきポリイソシアネート
の微細な水性分散物の使用を記載している。この場合に使用される唯一のポリイソシアネ
ートは疎水性ＭＤＩであって、４：１～２：１の重量比にて（すなわち、油中水型エマル
ジョンとして）水と予備混合して高速撹拌機によりコンクリート組成物に添加する。高剪
断力の使用により得られるＭＤＩ中水型のエマルジョンは限られた分離安定性を示すが、
このエマルジョンを過剰量のたとえばコンクリート混合物のような水性系に撹拌混入すれ
ば相分離が直ちに生じて、微細な水中油型エマルジョンが得られないことも示される。Ｅ
Ｐ－Ａ　１８１，２６１号の方法によっても、ポリイソシアネートをコンクリートもしく
はモルタル組成物中に充分均質に混入することもがきない。
ＤＥ－Ａ　２，３００，２０６号の教示によれば、セメント組成物に対する疎水性ポリイ
ソシアネートの適合性は、これらを必要に応じさらに乳化剤をも含有する水溶性ポリマー
（たとえばセルロース誘導体、ポリビニルアルコールもしくはポリエーテルアルコール）
と合して顕著に向上させることができる。しかしながら得られる水性セメント混合物は、
有機溶剤を同時使用した場合にも数分間という非実用的な短時間しか作業しえない。さら
に、結合剤中に導入される著量の水溶性ポリマーは永久的な親水性を与え、望ましくなく
高い吸水性を有するコンクリートをもたらす。
【０００５】
ＵＳ－Ｐ　４，１４３，０１４号は、疎水性ポリイソシアネートを水性系に混入するため
の高度に特異的な方法を記載している。この方法によれば、水溶性ポリエーテルジオール
と当量に対し過剰のＭＤＩとの混合物は、ウレタン化反応の開始の短時間内であるがまだ
反応の終了前に、撹拌混入して水中の透明かつ安定な溶液を形成することができる。この
種の溶液はＵＳ－Ｐ　４，２２８，０５３号によればコンクリートの強度および耐性をも
向上させるのに適すると言われる。ＭＤＩとポリエーテルアルコールとから作成された反
応混合物が数分間にわたり充分な水混和性を示す正確な時間は用いるポリエーテルジオー
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ルの種類に依存し、面倒な予備実験によってのみ決定することができる。従って、この方
法は工業操作にて使用することができない。　ポリイソシアネートの添加によりコンクリ
ートを改変させるための前記全ての方法は追加有機化合物（たとえば溶剤もしくは特殊な
水溶性ポリマー）の使用を必要として環境学的問題を提起し、或いは無機結合剤に対し疎
水性ポリイソシアネート成分を僅かな程度でも混合しうるようにするには、たとえば高速
撹拌機のような特殊な混合装置を必要とする。
イオン性基の混入より親水性改変されている（ＤＥ－Ａ　２，３５９，６１１号）無機結
合剤のためのコンディショナとして自己分散性ポリイソシアネートを用いることにより、
上記欠点を回避すべく種々の試みが既になされている。塩の基を含有するこの種のポリイ
ソシアネートは高剪断力の必要なしに水性系中へ極めて微細に撹拌混入することもできる
が、その貯蔵安定性は全く不充分である。室温においてさえ、イオン性基の既知の触媒活
性はたとえばポリイソシアヌレートへの三量化によりイソシアネート基の重合をもたらし
、或いはα－ナイロン構造を形成して一般に数日間以内で生成物のゲル化をもたらす。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、従来技術によるコンディショナの欠点を持たないコンクリートの作業お
よび使用特性を向上させるための新規なイソシアネート官能性コンディショナを提供する
ことにある。これら新規なコンディショナは貯蔵安定性であると共に有機溶剤を含まず、
特殊な混合装置の必要なしに水性系に容易に撹拌混入でき、しかも最小可能な粒子寸法お
よび最大安定性を有する分散物を与えうる。
イソシアネート／水の反応はこれら分散物にてできるだけゆっくり進行させて、コンクリ
ート組成物が作業可能に留まる時間を充分にするよう確保すべきである。
この課題は、無機結合剤のためのコンディショナとして公知である水分散性ポリイソシア
ネートを使用することにより解決することができる。以下一層詳細に説明する本発明は、
非イオン性基により親水性にされた極めて少量の水分散性ポリイソシアネートを慣用のコ
ンクリートもしくはモルタル組成物に添加すれば、たとえば圧縮性、引張強さおよび弾力
性のような機械的性質にて相当な改善をもたらしうるという驚異的観察に基づいている。
ＣＯ 2  がイソシアネート－水の反応に際しコンクリート組成物内に生ずると共に、その結
果として内発的炭酸化が生ずると言う事実にも係わらず、強度および耐性の各性質に対す
るマイナス作用が認められないことは特に驚異的である。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
本発明は、混合操作の前またはその間のいずれかにモルタル／コンクリート組成物中に水
分散性ポリイソシアネートを混入することによるモルタル／コンクリート組成物の製造方
法に関するものであり、前記水分散性ポリイソシアネートは（ａ）１．８～４．０の平均
イソシアネート官能価を有し、
（ｂ）４．０～２５．０重量％の脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基
（ＮＣＯ；分子量＝４２として計算）を含有し、
（ｃ）ポリエーテル鎖内に存在する５～８０重量％の酸化エチレン単位（Ｃ 2  Ｈ　　　 4  
Ｏ；分子量＝４４として計算）を含有し、ここで
（ｄ）ポリエーテル鎖は平均して５～５０個の酸化エチレン単位を含有する
ことを特徴とする。
【０００８】
【発明の実施の形態】
本発明により使用されるコンクリートコンディショナは公知の水分散性ポリイソシアネー
トであって、脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基を有すると共に非イ
オン性基を含有するポリエーテルアルコールにより親水性にされる。
【０００９】
水分散性ポリイソシアネートを作成するための出発化合物は、１４０～４００の分子量を
有すると共に脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基を有し、ホスゲン化
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により或いはホスゲンフリー法により、たとえば対応ウレタンの分解により作成しうるジ
イソシアネートから選択される。その例は１，４－ブタンジイソシアネート、１，６－ヘ
キサメチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、１，５－ジイソシアナト－２，２－ジメチル
ペンタン、２，２，４－もしくは２，４，４－トリメチル－１，６－ジイソシアナトヘキ
サン、１，１０－ジイソシアナトデカン、１，３－および１，４－ジイソシアナトシクロ
ヘキサン、１－イソシアナト－３，３，５－トリメチル－５－イソシアナトメチルシクロ
ヘキサン（イソホロンジイソシアネート、ＩＰＤＩ）、４，４′－ジイソシアナトジシク
ロヘキシルメタン、１，３－ジイソシアナト－２（４）－メチルシクロヘキサンおよびそ
の混合物を包含する。前記ジイソシアネートを改変してウレトジオン基、イソシアヌレー
ト基、ウレタン基、アロファネート基、イミノオキサジアジンジオン基および／またはオ
キサジアジントリオン基を混入することにより作成された、たとえばＤＥ－Ａ　１，６７
０，６６６号、ＤＥ－Ａ　３，７００，２０９号およびＤＥ－Ａ　３，９００，０５３号
またはＥＰ－Ａ　３３６，２０５号およびＥＰ－Ａ　３３９，３９６号に記載されたポリ
イソシアネートも適している。
【００１０】
好適出発化合物はＨＤＩ、ＩＰＤＩ、４，４′－ジイソシアナト－ジシクロヘキシルメタ
ン、その混合物およびこれらジイソシアネートから作成されるポリイソシアネート誘導体
である。
【００１１】
水分酸性ポリイソシアネートを作成するのに適する親水性ポリエーテルアルコールは１分
子当たり平均して５～５０個の酸化エチレン単位を有する一価もしくは多価ポリアルキレ
ンオキサイドポリエーテルアルコールであって、適する出発分子のアルコキシル化により
公知方法で作成される。適する出発分子は３２～３００の分子量を有する一価もしくは多
価アルコールを包含する。その例はメタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、イソプ
ロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、ｓｅｃ－ブタノール、異性体ペンタノー
ル、ヘキサノール、オクタノールおよびノナノール、ｎーデカノール、ｎードデカノール
、ｎ－テトラデカノール、ｎ－ヘキサデカノール、ｎ－オクタデカノール、シクロヘキサ
ノール、異性体メチルシクロヘキサノール、ヒドロキシメチルシクロヘキサン、３－メチ
ル－３－ヒドロキシメチルオキセタン、１，２－エタンジオール、１，２－および１，３
－プロパンジオール、異性体ブタンジオール、ペンタンジオール、ヘキサンジオール、ヘ
プタンジオールおよびオクタンジオール、１，２－および１，４－シクロヘキサンジオー
ル、１，４－シクロヘキサンジメタノール、４，４′－（１－メチルエチリデン）－ビス
シクロヘキサノール、１，２，３－プロパントリオール、１，１，１－トリメチロールエ
タン、１，２，６－ヘキサントリオール、１，１，１－トリメチロールプロパン、２，２
－ビス（ヒドロキシメチル）－１，３－プロパンジオールおよび１，３，５－トリス（２
－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートを包含する。
【００１２】
アルコキシル化反応には酸化エチレンおよび酸化プロピレンが好適な酸化アルキレンであ
って、任意の順序で或いは混合物としてアルコキシル化反応に用いることができる。ポリ
エーテルアルコールの例は純粋なポリエチレンオキサイドポリエーテルアルコールもしく
はポリアルキレンオキサイドポリエーテルのいずれかであって、酸化アルキレン単位は少
なくとも７０モル％、好ましくは少なくとも８０モル％の酸化エチレン単位を含有する。
好適なポリアルキレンオキサイドポリエーテルアルコールは、出発分子として３２～１５
０の分子量を有するモノアルコールにより作成されたものである。平均して５～５０個、
特に好ましくは５～２５個の酸化エチレン単位を有する純粋なポリエチレングリコールモ
ノメチルエーテルアルコールがより好適である。
本発明によりコンクリートコンディショナとして用いられる水分散性ポリイソシアネート
の作成は公知であって、ＥＰ－Ａ　２０６，０５９号、ＥＰ－Ａ　５４０，９８５号もし
くはＵＳ－Ｐ　５，２００，４８９号（参考のためここに引用する）に記載された方法に
したがい脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基を有するポリイソシアネ
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ートを上記親水性の一官能性ポリエーテルアルコールと反応させて行うことができる。
【００１３】
一官能性ポリエーテルアルコールを簡単なジイソシアネートと反応させた後に、得られた
ポリエーテルウレタンを脂肪族および／または脂環式ポリイソシアネートと混合して作成
しうるＥＰ－Ａ　４８６，８８１号に記載された非水性ポリイソシアネート組成物もコン
クリートコンディショナとして適している。
アロファネート基および必要に応じイソシアヌレート基および／またはウレトジオン基を
有する水分散性ポリイソシアネートも適している。これらポリイソシアネートは、たとえ
ばＥＰ－Ａ　５２４，５００号、ＥＰ－Ａ　５６６，０３７号、ＥＰ－Ａ　６８２，０１
２号もしくはＵＳ－Ｐ　５，０８６，１７５号（参考のためここに引用する）にしたがい
、モノマー脂肪族および／または脂環式ジイソシアネートをポリエーテルアルコールと５
：１～５０：１のＮＣＯ／ＯＨ当量比にてアロファネート基の形成を促進すると共に必要
に応じイソシアネート基の三量化および／または二量化を促進する化合物の存在下に反応
させ、次いで残留含有量が０．５重量％未満になるまで未反応ジイソシアネートモノマー
を分離することにより得ることができる。
ＵＳ－Ｐ　５，３７３，０５０号（参考のためここに引用する）またはＪＰ９５／１１３
，００５号に記載され、親水性ポリエチレンオキサイドポリエーテルの他に、たとえば脂
肪族アルコールもしくはヒドロキシ官能性脂肪酸エステルのような疎水性成分をも含有す
る水分散性ポリイソシアネートも、コンクリートコンディショナとして本発明により使用
することができる。
【００１４】
上記に挙げ、専ら脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基を有する水分散
性ポリイソシアネートの他に、芳香族結合したイソシアネート基をも好ましくは遊離イソ
シアネート基の全量に対し不足量にて含有する水分散性ポリイソシアネートも使用しうる
が、ただしこれら芳香族ポリイソシアネートは上記（ａ）～（ｄ）に特定した条件を満た
すものとする。この種の混合脂肪族／芳香族ポリイソシアネートも公知であって、たとえ
ばＥＰ－Ａ　６８０，９８３号にしたがいポリエチレンオキサイドポリエーテルをＨＤＩ
系ポリイソシアネートおよび２，４（６）－ジイソシアナトトルエン（トルイレンジイソ
シアネート、ＴＤＩ）に基づくポリイソシアネートの混合物と反応させて作成することが
できる。
【００１５】
その作成につき選択した方法とは無関係に、１．８～４．０（好ましくは１．８～３．５
）の平均イソシアネート官能価を有すると共に４．０～２５．０重量％の脂肪族および／
または脂環式結合したイソシアネート基とポリエーテル鎖内に５～８０重量％の酸化エチ
レン単位とを有し、ポリエーテル鎖が平均して５～５０個、好ましくは５～２５個の酸化
エチレン単位を有する水分散性ポリイソシアネートを、モルタル組成物もしくはコンクリ
ートの製造に際し無機結合剤のためのコンディショナとして使用する。より好ましくはポ
リイソシアネートは６．０～２１．５重量％の脂肪族結合したイソシアネート基とポリエ
ーテル鎖内に５～７５重量％の酸化エチレン単位とを有し、或いはこれらは４．０～１３
．０重量％の脂環式結合したイソシアネート基とポリエーテル鎖内で結合した１０～７０
重量％の酸化エチレン単位とを含有する。
【００１６】
特に好適なコンクリートコンディショナは、実質的にイソシアヌレート基を有すると共に
必要に応じウレトジオン基および／またはアロファネート基を有して１９～２４重量％の
イソシアネート含有量と０．５重量％未満の遊離ＨＤＩモノマー含有量とを有するＨＤＩ
系ポリイソシアネートを、平均して５～２５個の酸化エチレン単位を有するポリエチレン
グリコールモノメチルエーテルと反応させて作成される水分散性ポリイソシアネート、或
いはＨＤＩもしくは４，４′－ジイソシアナトジシクロヘキシルメタンをこれらポリエー
テルと６：１～５０：１のＮＣＯ／ＯＨ当量比にてアロファネート基の生成および必要に
応じイソシアネート基の三量化および／または二量化を促進する化合物の存在下に反応さ
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せた後に残留含有量が０．５重量％未満になるまで未反応ジイソシアネートモノマーを分
離して作成される水分散性ポリイソシアネートのいずれかである。
本発明によれば、水分散性ポリイソシアネートは任意のコンクリートもしくはモルタル組
成物に添加されて、作業および使用特性を向上させる。コンクリートを無機結合剤と骨材
と水と必要に応じ他のコンディショナおよび添加剤とから製造することは公知である［た
とえばウルマンス・エンチクロペディー・デル・テクニッシェン・ヘミー、第４版、第８
巻、フェアラーク・ヘミー、ワインハイム、第３１４～３２６頁参照］。
【００１７】
「無機結合剤」と言う用語は一般に、水を吸収した後に物理的および／または化学的過程
の結果として石のように充分硬化する鉱物物質を意味する。その例はポルトランドセメン
ト、ポルトランド金属セメント、ポルトランドフライアッシュセメント、ポルトランドラ
イムストーンセメント、ポルトランドフライアッシュ金属セメント、ブラストファーネス
セメント、特殊セメント（たとえば高硫酸耐性、低い水和熱または低アルカリ含有量を有
するセメント）、合成無水物、ギプスもしくはクイックライムを包含する。
特に天然もしくは合成の緻密もしくは多孔質の石、たとえば砂、砂利、破砕石、チッピン
グ、破砕岩石微細骨材、発泡溶岩、破砕クインカ、グラナイト、バサルト、軽石、粘土、
粘土シェール、シェール、フライアッシュもしくはバーミキュライト、並びに個々の場合
には金属もしくは有機骨材も骨材として使用することができる。
新鮮または硬化したコンクリートの性質に所望通りに影響を与えるよう添加しうる他のコ
ンディショナおよび添加剤も必要に応じコンクリート製造に使用することができる。「コ
ンクリートコンディショナ」という用語は、５重量％もしくはそれ以下の量にてコンクリ
ートに添加される物質を意味し、したがって容量の点では無意味である。その例はコンク
リート流動化剤、空気連行剤、コンクリート防水剤、硬化抑制剤もしくは促進剤、および
予備応力コンクリートにつき使用される注入助剤を包含する。
【００１８】
「コンクリート添加剤」は、コンディショナよりもずっと多量にコンクリートに添加され
る。これら「コンクリート添加剤」の例は特に、たとえば岩石粉末、フライアッシュ、ブ
ラストファーネススラグもしくはトラスのような鉱物物質を包含すると共に、プラスチッ
クまたは顔料／セメント着色料をも包含する。
本発明によれば、水分散性ポリイソシアネートはモルタルもしくはコンクリート組成物に
、結合剤の重量に対し１０重量％まで、好ましくは０．５～５重量％の量にて添加される
。これらは混合操作の前もしくはその間の任意の時点にてそのままで或いは混合水の全部
もしくは１部におけるポリイソシアネートの水性分散物として添加することができる。
【００１９】
水分散性ポリイソシアネートは一般に溶剤フリー型で用いられる。しかしながら、これら
は必要に応じ大して好ましくはないが、イソシアネート基に対し不活性である適する溶剤
における溶液として添加することもできる。適する溶剤の例は酢酸エチル、酢酸ブチル、
エチレングリコールモノメチルエーテルアセテートもしくはエチレングリコールモノエチ
ルエーテルアセテート、１－メトキシプロピル－２－アセテート、２－ブタノン、４－メ
チル－２－ペンタノン、シクロヘキサノン、トルエンおよびその混合物を包含する。ポリ
エチレングリコールジアセテート、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレン
グリコールエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールブチルエーテルアセテート
、Ｍ－メチルピロリドン、Ｎ－メチルカプロラクタム、並びにこれらおよび／または前記
溶剤の混合物を包含する。
【００２０】
優秀な乳化性に基づき水分散性ポリイソシアネートは、たとえば高速撹拌機のような特殊
な混合装置なしに、極めて微細かつ完全均質にコンクリートもしくはモルタル組成物中に
撹拌混入することもできる。極く少量の添加でさえ、結合剤混合物の作業もしくは使用特
性の相当な向上をもたらす。新鮮モルタル組成物に対する顕著な流動性向上作用の結果と
して、水／セメント比（ｗ／ｃ）は比較的未改変の試料におけるよりも本発明により改変
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されたモルタルにて顕著に低い。充分硬化したポリイソシアネート改変モルタルは、より
少ない混合水しか必要としないので一層高い密度を有する。これは特に、相当改善された
機械的性質（たとえば向上した圧縮もしくは引張曲げ強さ、向上した凍結－解凍サイクル
耐性および薬品浸蝕に対する耐性）にて顕著である。
水性系において、本発明によりコンディショナとして用いられる水分散性ポリイソシアネ
ートは安定かつ微細なエマルジョンもしくは溶液を形成し、ここでイソシアネート基と水
との反応は極めてゆっくり進行する。
したがって、コンクリートもしくはモルタル組成物が作業可能に留まる時間は、本発明に
よるポリイソシアネートの使用により制限されない。
【００２１】
脂肪族および／または脂環式結合したイソシアネート基を有する水分散性ポリイソシアネ
ート混合物の添加により製造されるコンクリートもしくはモルタル組成物は、慣用の建材
が現在使用されている全ての建築工学の分野で使用することができる。これらは高機械強
度および化学耐性を要求する用途、たとえば建築および民間工学での用途、床カバリング
、道路建設または非浸透性工業表面につき特に適している。
【００２２】
【実施例】
以下、実施例により本発明をさらに説明し、％は特記しない限り全て重量による。

メタノールで開始されると共に３５０の数平均分子量を有する２５重量部の一官能性ポリ
エチレンオキサイドポリエーテルを室温にて撹拌しながら、イソシアヌレート基を有する
と共に２１．５％のＮＣＯ含有量と約３．８の平均ＮＣＯ官能価と２３℃にて３０００ｍ
Ｐａ．ｓの粘度と０．１％ＨＤＩモノマーの遊離モノマー含有量とを有する７５重量部の
ＨＤＩ系ポリイソシアネートに添加し、次いで１００℃まで３時間加熱した。室温まで冷
却した後、実質的に無色透明のポリイソシアネートが得られ、これは次の性質を有した：
ＮＣＯ含有量：　　　　　　　　　　　１３．１％
ＨＤＩモノマー：　　　　　　　　　　０．０７％
粘度（２３℃）：　　　　　　　　　　３４００ｍＰａ．ｓ
酸化エチレン単位含有量（計算）：　　２２．７％
ＮＣＯ官能価（計算）：　　　　　　　約３．１
【００２３】

３５０の数平均分子量を有すると共にメタノールで開始された０．６重量部の一官能性ポ
リエチレンオキサイドポリエーテルにおける０．２重量部のオクタン酸錫（ＩＩ）の新た
に作成された触媒溶液を室温にて撹拌しながら７０重量部のＨＤＩに添加し、次いで８５
～９０℃まで加熱した。この温度にて、さらに２９．４重量部の同じポリエーテルを次い
で滴下した。混合物の温度は発熱反応の開始により１１０℃まで上昇した。添加を完了し
た後、撹拌を約３０分間にわたり９０～９５℃にて２７．８％のＮＣＯ含有量に達するま
で継続した。反応を０．１重量部の燐酸ジブチルの添加より停止させ、未反応ＨＤＩモノ
マーを薄膜蒸発器にて１３０℃の温度および０．１ミリバールの圧力で分離した。実質的
に無色透明のアロファネート基含有ポリイソシアネートが得られ、これは次の性質を有し
た：
ＮＣＯ含有量：　　　　　　　　　　　１０．４％
ＨＤＩモノマー：　　　　　　　　　　　０．２％
粘度（２３℃）：　　　　　　　　　　２４０ｍＰａ．ｓ
酸化エチレン単位含有量（計算）：　　４７．２％
ＮＣＯ官能価（計算）：　　　　　　　　２．０
【００２４】
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３５０の数平均分子量を有すると共にメタノールで開始された０．３重量部の一官能性ポ
リエチレンオキサイドポリエーテルにおける０．１重量部のアセチルアセトン酸亜鉛の新
たに作成された触媒溶液を室温にて撹拌しながら８０重量部の４，４′－ジイソシアナト
ジシクロヘキシルメタンに添加し、次いで９０～９５℃まで加熱した。次いで、さらに１
９．７重量部のポリエーテルを滴下した。混合物の温度は発熱反応の開始により約１０５
℃まで上昇した。添加を完了した後、撹拌を１００℃にて２～３時間にわたり２０．８％
のＮＣＯ含有量に達するまで継続した。反応を０．１重量部の塩化イソフタロイルの添加
により停止させ、未反応ジイソシアネートモノマーを薄膜蒸発器にて１７０℃の温度およ
び０．１ミリバールの圧力で分離した。淡黄色の透明なアロファネート基含有ポリイソシ
アネートが得られ、これは次の性質を有した：
ＮＣＯ含有量：　　　　　　　　　　　　７．６％
４，４′－ジイソシアナトジシクロ
ヘキシルメタンモノマー：　　　　　０．３％
粘度（２３℃）：　　　　　　　　　　　８２００ｍＰａ．ｓ
酸化エチレン単位含有量（計算）：　　　４１．５％
ＮＣＯ官能価（計算）：　　　　　　　　２．０
【００２５】

３重量部のｎ－ブタノールを５０℃の温度にて、ウレトジオン基とイソシアヌレート基と
を有すると共に２１．８％のＮＣＯ含有量と約２．５の平均ＮＣＯ官能価と２３℃にて１
７０ｍＰａ．ｓの粘度と０．２％のＨＤＩモノマーのモノマー含有量とを有する５２重量
部のＨＤＩ系ポリイソシアネートおよび２３重量部の２，４－ジイソシアナトトルエン（
ＴＤＩ）から作成された混合物に添加し、次いでＮＣＯ含有量が２６．１％に低下するま
で撹拌した。生成物を４０℃まで冷却し、０．０７５重量部の三量化触媒（フェノールジ
メチルアミンに基づくマンニッヒ塩基、酢酸ブチル中４０％）を添加し、混合物をこの温
度にさらに７２時間にわたりＮＣＯ含有量が１８．５％になるまで維持した。三量化を０
．０５重量部のｐ－トルエンスルホン酸メチルエステルの添加により停止させた。メタノ
ールで開始されると共に５５０の数平均分子量を有する２２重量部の一官能性ポリエチレ
ンオキサイドポリエーテルを得られたポリエステルに撹拌しながら５０℃にて１２．７％
のＮＣＯ含有量に達するまで添加した。室温まで冷却した後、実質的に無色透明なポリイ
ソシアネートが得られ、これは次の性質を有した：
ＮＣＯ含有量：　　　　　　　　　　　　１２．７％
脂肪族結合したＮＣＯ含有量（計算）：　７．１％最小
芳香族結合したＮＣＯ含有量（計算）：　５．６％最大
粘度（２３℃）：　　　　　　　　　　　８０００ｍＰａ．ｓ
ＴＤＩモノマー：　　　　　　　　　　　０．０８％
ＨＤＩモノマー：　　　　　　　　　　　＜０．０３％
酸化エチレン単位含有量（計算）：　　　２０．７％
ＮＣＯ官能価（計算）：　　　　　　　　約２．３
【００２６】

１００重量部の水を、それぞれの場合、ビーカー内の１０重量部のポリイソシアネート（
Ｚ１）～（Ｚ４）に手動撹拌しながら２分間かけて添加した。ポリイソシアネート（ＺＩ
）および（Ｚ４）の場合、極めて微細な青色エマルジョンが生成し、またポリイソシアネ
ート（Ｚ２）および（Ｚ３）の場合は実質的に透明な溶液が生成した。２３℃にて１８０
分間静置した後、全てのエマルジョンおよび溶液はまだ安定であった。いずれの場合も沈
澱、底部沈降物またはＣＯ 2  発生は観察されなかった。
比較目的でＥＰ－Ａ　１８１　２６１号の例１にしたがい、５重量部の水を撹拌ビーカー
内で、６５％の２，４′－および３５％の４，４′－ＭＤＩを含有すると共に３２．０％
のＮＣＯ含有量と２３℃にて３０ｍＰａ．ｓの粘度とを有する２０重量部の液体蒸留ジフ
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ェニルメタンジイソシアネート（ＭＤＩ）に添加した。この混合物を高速攪拌機により２
０００ｒｐｍにて予備混合して乳褐色エマルジョンを生成させた。次いで９７．５重量部
の水を前記油中水型エマルジョンの半分（１２．５重量部）に第２ビーカー内で手動撹拌
しながら２分間かけて上記したように添加した。均質エマルジョンは得られなかった。寧
ろ、相分離が水の添加直後に生じた。１５分間静置させた後、ＭＤＩ－水の混合物はＣＯ

2  発生に基づき両ビーカー内で顕著な発泡を示した。
【００２７】

：ポリイソシアネート改変モルタル組成物の製造
ＤＩＮ　ＥＮ　１９６　第１部にしたがい新鮮かつ硬化したモルタル試料を、結合剤とし
ての慣用の市販ポルトランドセメント（ＤＩＮ　１１６４－ＣＥＭＩ　４２．５Ｒ）と骨
材としてのＣＥＮ標準砂（ＤＩＮ　ＥＮ　１９６）とから作成した。この目的で結合剤と
混合水とを混合トラフに充填し、低撹拌速度にて３０秒間にわたり予備混合した（レベル
１）。次いで骨材を同じ撹拌速度にて３０秒間以内に添加し、次いで高撹拌速度（レベル
２）にてさらに３０秒間にわたり混合した。９０秒間静置した後、モルタルをレベル２に
てさらに６０秒間にわたり撹拌した。コンディショナとして用いた水分散性ポリイソシア
ネート（Ｚ１）～（Ｚ４）を、それぞれの場合、混合物の結合剤含有量に対し２％の量に
て混合水に添加し、１２，０００ｒｐｍにてバーミキサにより２０秒間分散させた。水の
添加量を変化させることにより、モルタルを１７０±５ｍｍのスランプまで均一に調整し
た。
得られた新鮮モルタル組成物の水／セメント比（ｗ／ｃ）、空気含有量および見掛け密度
を測定した。その数値を表１に示す。比較目的で、未改変モルタルを同様に作成した。
【００２８】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２９】
ｗ／ｃ比の比較は、新鮮モルタル組成物に対する水分散性ポリイソシアネートの流動性向
上作用を示す。
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【００３０】
７日間および２８日間にわたり水和した後のポリイソシアネート改変モルタルにおける引
張曲げ強さおよび圧縮強さ、並びに動的弾性率（Ｅ弾性率）を測定して、硬化モルタルの
諸性質を特性化した。ＤＩＮ　ＥＮ　１９６　第１部にしたがいプリズム４０×４０×１
６０ｍｍを試験試料として作成した。添加したポリイソシアネートの種類に応じ、試験試
料を硬化の後、すなわち製造してから１～３日後に離型させた。次いで標準プリズムを製
造後の７日目まで２０℃にて水中に貯蔵し、その後これらを２３℃／相対大気湿度５０％
の調節雰囲気（ＤＩＮ５００１４）にて試験が終了するまで貯蔵した。
表２は、対応する未改変試料と比較した改変モルタルの硬化モルタル特性を示す。本発明
により作成された全てのモルタル（例１～４）は、未改変試料よりも顕著に高い強度を有
した。測定された数値の幾つかは比較試料よりも相当高かった。
【００３１】
【表２】
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【００３２】
以上、本発明を例示の目的で詳細に説明したが、この詳細は単に例示の目的に過ぎず、本
発明の思想および範囲を逸脱することなく多くの改変をなしうることが当業者には了解さ
れよう。
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